
経済財政諮問会議・産業競争力会議 関係資料

参考資料１



・第２３回経済財政諮問会議 有識者議員提出資料
（平成２５年１１月２０日）

・第５回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議 
有識者議員提出資料
（平成２６年５月１９日）

・第５回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議 
坂根主査提出資料
（平成２６年５月１９日）

・第５回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議 
新藤大臣提出資料

  （平成２６年５月１９日）

・・・・・・・１

・・・・・・・２

・・・・・・１０

・・・・・・１４



第23回経済財政諮問会議 
  （平成25年11月20日（水曜日）17時50分～18時50分 於：官邸4階大会議室） 
有識者議員提出資料 

1



地域経済の活性化と構造調整の推進に向けて 

平成26年5月19日 
伊藤  元重 
小林  喜光 
佐々木 則夫 
高 橋  進 

 

 アベノミクスによる経済の好循環の実現のためには、需給ギャップの縮小、厳しい財政制

約といった現下のマクロ経済環境の下、地域においても、公需による下支えから民需中心の

持続的経済成長へと、舵を切っていく必要がある。 

同時に、長期的な人口・国土の展望に立った、自治体機能の見直し、連携・再編、効果的・

効率的な社会資本整備・維持管理が不可欠である。 

 

 

１． 人口減少下での地域の発展に向けた総合的な計画・ビジョン 

 

人口減少、厳しい財政状況のもと、地域の今後の発展の方向性につき、社会資本や国土

の利用の在り方、行政サービスの提供範囲と責任の在り方、政策手段の在り方、地域産業

の掘り起し等につき、「集約」（守り）と「活性化」（攻め）をキーワードにした総合的な計画・ビ

ジョンを提示すべき。現在、「選択する未来」委員会でも検討しているところであり、経済財政

諮問会議においても、以下の課題を含め、調査審議すべき。 

 人口減少下における社会資本や土地の利用のあり方（社会資本の整備目標の在り方、

資本ストックの縮減・集積・マネジメント重視への政策転換等） 

 行政サービスの適正な規模・範囲、行政サービスの供給責任と負担の在り方、小規模

自治体における行政サービス提供体制の仕組み 

 集約と活性化を実行する上での政策手段（地方交付税、地方債の要件等）の見直し 

 産業振興、民需活性化に向けた民間の資金、人材、技術、ノウハウ等の大胆な導入・

連携の仕組み 

 

 

２． 地域経済における経済発展のパターン 

資金の流れの観点から地域経済をみると、90年代は公共事業中心に、また最近では社

会保障支出を中心に、全国的に公需等への依存1を高めている。また、人口規模が小さな自

治体ほど、公需等への依存度が高く、財政力が低いが、これは持続可能とはいえない。 

地域の人口急減という危機を直視し、地域は自らの経済基盤を確立すべき。国は、地域

の知恵や意欲を喚起するよう環境整備し、そのアイディアを実現するに際しての障害や規制

を取り除くべきである。 

 

 

 

                                                  
1 ここでいう公需等とは、公的資本形成、政府最終支出、年金受取額の合計 

資料１－１ 
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３． 民需が主役となった地域経済の活性化に向けて 

 

  資金面、観光面、人材面で、影響力の大きい以下の取組みを推進し、知恵や地域の特性

を生かした民需の振興を推進すべき。 

 

（１）地域金融の活性化 

地域金融機関には、経営効率化とともに、人口減少の中での地域産業振興に向けた資金

供給が求められる。 

 地域金融機関の預貸率や基礎的収益力は低下が続いている。地銀等地域金融機

関の大胆な再編を含めた経営効率化、ファンド等を活用した多様な資金の地域への

供給を推進すべき。 

 

（２）集約と活性化に向けた規制改革 

 大都市で医療・介護施設不足、地方で余剰が見込まれる中、市町村の医療・介護負

担を考慮した、地方の医療・介護資源と都市高齢者のマッチング施策2を充実すべき 

 地域の都市機能の集約・集積に向けた障害を除去3すべき 

 

（３）観光の活性化 

観光は地域の大きな成長可能分野。需要面、供給面双方から観光分野を活性化すべき。 

 秋の大型連休創設、有給休暇取得促進、休日分散化、外国人旅行客拡大のための

環境整備、広域観光の促進 

 業界再編・対日投資促進等を通じた観光産業の再生 

 2020年東京オリンピック・パラリンピックを起爆剤に、全国各地でホストシティ・ホスト

タウン構想4を実現し、観光資源掘り起こし等の契機とすべき 

 

（４）人材還流・外部専門知識の活用 

若者の地域への定着、外部人材の活用等を通じて、地域への「人材や知識の集積」を実

現すべき。 

 「地域おこし協力隊」の拡充5など、地域外の専門家（外部人材）の知見を活用したり、

地域への人材還流を促す仕組みを拡充すべき 

 「緑の雇用」施策なども参考にしつつ、若い人材の還流を促し、農業分野の就業人

口減少に対処する施策を進めるべき。また、農業分野での法人化促進、規制緩和

等を通じた競争力強化などを進めるべき。 

 地域の国公立大学に各地域の得意分野を活かす、優れた教育、研究拠点（リージョ

ナルCOE）を創設・選定し、併せてこうした教育、研究を通じた産業振興を推進する

ことで、地域活性化と若者の定着の両立を図るべき。 

                                                  
2 大都市居住高齢者などの地方への呼び込みを促進するための「住所地特例」の適用拡大等 
3 都市の再々開発に向けた市街地再開発事業の区域要件の緩和、空き店舗対策として現行50年以上の定期借地権を住宅

用について短期化する等の規制緩和、公立学校の統廃合に当たっての財産処分手続きの簡素化 等 
4 全国の自治体が参加国と交流する仕組み 
5 都市住民が地方に住み込んで地域協力活動を行う事業 
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埼 玉 県

群 馬 県

千 葉 県

栃 木 県

神 奈 川 県

三 重 県

滋 賀 県

静 岡 県

大 阪 府

愛 知 県

東 京 都

高
齢
者
人
口
増
減
寄
与
度

生
産
年
齢
層
増
減
寄
与
度

若
年
層
増
減
寄
与
度

人
口
増
減
率

人 口 増 人 口 減
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３
．
民
需
が
主
役
と
な
っ
た
地
域
経
済
活
性
化
に
向
け
て

 
（
１
）
地
域
金
融
の
活
性
化

 

（
備
考
）
 

1
．
預
金
保
険
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
作
成

 
2
. 
第
二
地
方
銀
行
は
、
第
二
地
方
銀
行
協
会
加
盟
行
（
9
1
年
度
ま
で
は
相
互
銀
行
を

含
む
。

8
7
度
ま
で
は
相
互
銀
行
の
計
数
）
 

図
２
．
地
銀
等
の
数
の
変
遷

 
図
１
．
地
域
銀
行
の
預
貸
率

 

3
 

（
備
考
）
 

1
．
全
国
銀
行
協
会
「
貸
借
対
照
表
・
損
益
計
算
書
」
（
2
0
1
2
年
度
）
の
地
方
銀
行

 
 

 
・
第
二
地
方
銀
行
（
合
計

1
0
5
行
）
の
単
体
ベ
ー
ス
財
務
諸
表
を
基
に
作
成
。

 
2
．
営
業
コ
ス
ト
比
率
＝
営
業
経
費
／
（
経
常
収
益
－
そ
の
他
経
常
収
益
）
と
し
て

 
 

 
算
出
、
資
産
規
模
別
の
単
純
平
均
値
と
分
布
を
示
し
た
。

 
 


大
都
市
で
は
医
療
・介
護
施
設
不
足
、
地
方
で
は
余
剰
が
見
込
ま
れ
る
中
、
市
町
村
の
医
療
・介
護
負
担
を
考
慮
し
た
、

地
方
の
医
療
・介
護
資
源
と
都
市
高
齢
者
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
施
策
を
充
実
す
べ
き

 
 

 
・ 
大
都
市
居
住
高
齢
者
な
ど
の
地
方
へ
の
呼
び
込
み
を
促
進
す
る
た
め
の
「住
所
地
特
例
（※
）」
の
適
用
拡
大
等

 

 
 

 
 

 
※
住
所
地
特
例
：介
護
保
険
制
度
に
お
い
て
、
被
保
険
者
が
施
設
に
転
居
す
る
前
の
保
険
者
が
引
き
続
き
保
険
者
と
な
る
特
例
制
度

 

 
都
市
機
能
の
集
約
・集
積
に
向
け
た
障
害
を
除
去
す
べ
き

 
・ 
都
市
の
再
々
開
発
に
向
け
た
市
街
地
再
開
発
事
業
の
区
域
要
件
（例
え
ば
「非
耐
火
・低
利
用
の
建
築
が

2/
3以
上

を
占
め
て
い
る
こ
と
」）
の
緩
和

 
・ 
空
き
店
舗
対
策
と
し
て
、
現
行

50
年
以
上
の
定
期
借
地
権
を
住
宅
用
に
つ
い
て
短
期
化
す
る
等
の
規
制
緩
和

 
・ 
公
立
学
校
の
統
廃
合
に
当
た
っ
て
の
国
庫
補
助
を
受
け
た
建
物
等
の
財
産
処
分
手
続
き
の
簡
素
化

 
 

 
等

 

図
３
．
地
銀
の
資
産
規
模
別
営
業
コ
ス
ト

 
 

 
 

 
 

 
 
（

2
0

1
2
年
度
）

 

３
．
民
需
が
主
役
と
な
っ
た
地
域
経
済
活
性
化
に
向
け
て

 
（
２
）
集
約
と
活
性
化
に
向
け
た
規
制
改
革

 

 

地
域
産
業
の
成
長
や
起
業
を
資
金
面
か
ら
促
し
、
地
域
の
成
長
資
金
を
供
給
す
る
地
域
金
融
機
関
の
役
割
は
重

要
で
あ
る
が
、
預
貸
率
の
低
下
（
図
１
）が
続
い
て
い
る
。
地
銀
等
地
域
金
融
機
関
の
大
胆
な
再
編
を
含
め
た
経
営

効
率
化
、
フ
ァ
ン
ド
等
を
活
用
し
た
多
様
な
資
金
の
地
域
へ
の
供
給
を
推
進
す
べ
き
。
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
観
光
は
地
域
の
成
長
可
能
性
分
野

(図
表
１
、
２

)で
あ
り
な
が
ら
、
宿
泊
客
数
、
消
費
額
（特
に
滞
在
日
数
）、
季
節
や
休
日

等
の
制
約
か
ら
く
る
稼
働
率
等
の
面
で
制
約
が
み
ら
れ
る

(図
表
３

)。
以
下
の
対
策
を
講
じ
、
観
光
振
興
を
推
進
す
べ
き
。

 
 

 
・ 
秋
の
大
型
連
休
（シ
ル
バ
ー
ウ
ィ
ー
ク
）創
設
、
有
給
休
暇
取
得
促
進

(中
小
企
業
の
取
得
率

4割
程
度
）、
休
日
分
散
化

 
 

 
・ 
外
国
人
旅
行
客
拡
大
の
た
め
の
環
境
整
備
（外
国
語
表
示
、
外
国
人
客
の
観
光
案
内
等
）、
広
域
観
光
の
促
進

 
 

 
・ 
業
界
再
編
・対
日
投
資
促
進
等
を
通
じ
た
観
光
産
業
の
再
生

 


20
20
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催
を
起
爆
剤
と
し
て
、
全
国
の
自
治
体
が
参
加
国
と
交
流
す
る
仕
組
み
（
ホ

ス
ト
シ
テ
ィ
・ホ
ス
ト
タ
ウ
ン
構
想
）を
構
築
し
、
観
光
資
源
掘
り
起
こ
し
（コ
ン
テ
ン
ツ
整
備
）等
の
契
機
と
す
べ
き
。

 
 

 

３
．
民
需
が
主
役
と
な
っ
た
地
域
経
済
活
性
化
に
向
け
て

 
（
３
）
観
光
の
活
性
化

 

図
表
１
．
年
間
国
内
旅
行
者
数
・旅
行
消
費
規
模

 

図
表
２
．
観
光
分
野
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
へ
の
貢
献
度
（

2
0

1
3
年
）
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図
表
３
．

 
広
域
で
み
た
観
光
宿
泊
客
の
旅
行
消
費
等
（

2
0

1
2
年
）

 

（
備
考
）
 

１
．
国
土
交
通
省
観
光
庁
「全
国
観
光
入
込
客
統
計
」
お
よ
び
「
宿
泊
旅
行
統
計
調
査
」
よ
り
作
成
、

2
0
1
2
年
の
デ
ー
タ
。

 
２
．
「入
込
客
統
計
」
で
は
、
集
計
中
の

5
県
（
千
葉
・
富
山
・
福
井
・
京
都
・
福
岡
）
お
よ
び
未
実
施
の
大
阪
府
の
デ
ー
タ
な
し
。

図
で
は
、
北
海
道
、
沖
縄
、
関
東
南
部
、
愛
知
・
三
重
・
岐
阜
、
四
国
４
県
に
つ
い
て
掲
載
。

 
３
．
ビ
ジ
ネ
ス
目
的
で
は
な
く
観
光
目
的
で
の
当
該
県
内
へ
の
旅
行
客
（
県
内
・
県
外
双
方
か
ら
の
旅
行
客
の
合
計
）
に
つ
い

て
の
デ
ー
タ
。

 
４
．
「
観
光
旅
行
消
費
」
と
は
、
当
該
旅
行
先
県
内
で
の
移
動
費
、
宿
泊
費
、
飲
食
費
、
土
産
・
買
物
代
、
入
場
料
等
を
含
む
。

県
外
か
ら
の
飛
行
機
代
を
含
ま
な
い
。
県
内
・
県
外
を
仕
分
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
パ
ッ
ク
旅
行
費
を
含
ま
な
い
。

 
５
．
客
室
稼
働
率
と
は
、
利
用
客
室
数
を
総
客
室
数
（
客
室
数
×
各
月
の
日
数
）
で
除
し
た
も
の
。

 
 

旅
行
者
数

（
万
人
）

旅
行
者
1
人
1
回

当
た
り
消
費
額

（
円
）

旅
行
消
費
総
額

（
兆
円
）

国
内
旅
行
者
（
宿
泊
）

3
1
,5

3
4

4
7
,1

9
2

1
4
.9

国
内
旅
行
者
（
日
帰
り
）

2
9
,5

7
1

1
4
,9

7
7

4
.4

訪
日
外
国
人
旅
行
者
数

1
,0

3
6

1
3
6
,6

9
3

1
.4

合
計

2
0
.8
兆
円

（
備
考
）
１
．
「旅
行
・
観
光
消
費
動
向
調
査
」
2
4
年
各
四
半
期
版
（
観
光
庁
）
、
「
訪
日
外
国
人
の
消

費
動
向

 
平
成

2
5
年
年
次
報
告
書
」
（
観
光
庁
）
よ
り
作
成
。

 
２
．
国
内
旅
行
者
は

2
0
1
2
年
速
報
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者
は

2
0
1
3
年
暫
定
値
に
よ
る
。

 
３
．
「観
光
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
」
「
帰
省
・
知
人
訪
問
等
」
「
出
張
・
業
務
」
の
目
的
を
問
わ
ず
日
常
生

活
圏
か
ら
（
目
安
片
道

8
0
キ
ロ
以
上
）離
れ
て
移
動
す
る
日
帰
り
・宿
泊
旅
行
に
つ
い
て
の
調
査
。

 
４
．
「
旅
行
消
費
」
に
は
、
交
通
費
（
飛
行
機
、
新
幹
線
等
）
、
宿
泊
費
、
飲
食
費
、
土
産
代
、
入
場
料

等
を
含
む
。
パ
ッ
ク
旅
行
参
加
費
や
交
通
費
な
ど
出
発
前
に
支
払
っ
た
も
の
を
含
む
。

 

8



6
.7

  

5
.5

  
5

.8
  

5
.6

  

2
2

0

2
4

0

2
6

0

2
8

0

3
0

0

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

（万
人
） 

▲
1

4
万
人

 
 
（離
農
者
等
）

 

 
う
ち
新
規
就
農
者
数

 

農
業
就
業
者
数

 
2

8
9

.5
万
人

 
2

6
0

.6
 

2
6

0
.1

 
2

5
1

.4
 


地
域
外
の
専
門
家
（外
部
人
材
）の
知
見
を
活
用
し
た
り
、
地
域
へ
の
人
材
還
流
を
促
す
仕
組
み
を
拡
充
す
べ
き
（例
．
都
市

住
民
が
地
方
に
住
み
込
ん
で
地
域
協
力
活
動
を
行
う
「地
域
お
こ
し
協
力
隊
」事
業
の
拡
充
な
ど
）
 


農
業
就
業
人
口
は
年
々
減
少
（直
近

10
年
間
で

33
％
減
）
。
「緑
の
雇
用
」施
策
な
ど
も
参
考
に
し
つ
つ
、
若
い
人
材
の
還
流

を
促
し
、
農
業
分
野
の
就
業
人
口
減
少
に
対
処
す
る
施
策
を
進
め
る
べ
き
。
ま
た
、
農
業
分
野
で
の
法
人
化
促
進
、
規
制
緩

和
等
を
通
じ
た
競
争
力
強
化
な
ど
を
進
め
る
べ
き
。

 
 

 
 

 
※
「緑
の
雇
用
」：
林
業
へ
の
新
規
就
業
者
の
確
保
・育
成
、
現
場
技
能
者
育
成
事
業
。

H
15
年
度
よ
り
開
始
、

9年
間
で
約

1
万

3
千
人
が
新
た
に
就
業
。

 


地
域
の
国
公
立
大
学
に
、
各
地
域
の
得
意
分
野
（農
学
、
水
産
学
、
環
境
学
、
鉱
山
学
等
）を
活
か
す
優
れ
た
教
育
、
研
究

拠
点
（リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
Ｃ
Ｏ
Ｅ
）を
創
設
・選
定
し
、
併
せ
て
こ
う
し
た
教
育
、
研
究
を
通
じ
た
産
業
振
興
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
地

域
活
性
化
と
若
者
の
定
着
の
両
立
を
図
る
べ
き
。

 
 

 
 

 

３
．
民
需
が
主
役
と
な
っ
た
地
域
経
済
活
性
化
に
向
け
て

 （
４
）
人
材
還
流
・
外
部
専
門
知
識
の
活
用

 

（備
考
）農
林
水
産
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「農
業
労
働
力
に
関
す
る
統
計
」、

 
 

 
「平
成

2
4
年
新
規
就
農
者
調
査
報
告
」等
に
よ
り
作
成
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（
人
）

（
％
）

新
規
学
卒

1
,3

3
0

2
.4

U
タ
ー
ン
（
3
9
歳
以
下
）

6
,8

3
0

1
2
.1

U
タ
ー
ン
（
4
0
歳
～
4
9
歳
）

2
,3

8
0

4
.2

5
0
歳
以
上
の
帰
農
者

3
4
,4

4
0

6
1
.0

新
規
学
卒

1
,4

1
0

2
.5

3
9
歳
以
下

3
,9

2
0

6
.9

4
0
歳
以
上

3
,1

7
0

5
.6

3
,0

1
0

5
.3

5
6
,4

8
0

1
0
0

自
営
農
業
就

農
者

雇
用
就
農
者

新
規
参
入
者

合
計

2
0

1
2
年
新
規
就
農
者
（5

.6
万
人
）の
内
訳

 

※
「新
規
参
入
者
」
と
は
調
査
時
点
前

1
年
間
に
土
地
や
資
金
を
独
自
に
調
達

（相
続
等
に
よ
り
親
の
農
地
を
譲
り
受
け
た
場
合
を
除
く
）し
、
新
た
に
農
業
経

営
を
開
始
し
た
経
営
の
責
任
者
（農
水
省

H
P
よ
り
）
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地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
地
域
活
性
化
の

 
実
現
に
向
け
て

 

資
料
３

 

２
０
１
４
年
５
月
１
９
日

 

産
業
競
争
力
会
議

 
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
分
科
会
（新
陳
代
謝
）主
査

 

坂
根

 正
弘
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１
 

１
．
地
域
の
自
立
・
創
意
工
夫
の
促
進

 
 
高
齢
化
や
人
口
減
少
の
ス
ピ
ー
ド
な
ど
地
域
毎
に
実
情
は
ば
ら
つ
き
が
あ

る
。
こ
の
た
め
、
国
の
お
仕
着
せ
の
政
策
で
は
な
く
地
域
自
身
が
戦
略
を
立
て

創
意
工
夫
し
て
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

 

東
京
一
極
集
中
に
よ
り
国
が
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
で
効
率
的
に
高
度
成
長
を
遂
げ
た
時
代
は
終
り
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
取
組
み
で
目
指
す
べ
き
方

針
と
テ
ー
マ
を
明
示
し
た
上
で
、
地
方
か
ら
の
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
で
国
全
体
の
活
力
を
取
り
戻
す
こ
と
が
必
要
。
高
齢
化
や
人
口
減
少
が
進
む

た
め
、
以
下
の
と
お
り
、
機
能
の
集
約
化
を
図
り
な
が
ら
、
地
域
の
創
意
工
夫
で
地
域
活
性
化
を
実
現
す
る
こ
と
が
重
要
。

 

地
域
活
性
化
に
向
け
た
視
点

 

２
．
思
い
切
っ
た
集
約
化
の
推
進

 
 
都
市
機
能
や
産
業
・雇
用
を
集
積
す
る
と
と
も
に
、
広
域
連
携
に
よ
る
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
化
に
よ
り
機
能
の
相
互
補
完
を
図
る
。

 

３
．
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
と
地
域
の
需
要
掘
り
起
こ
し

 
 
地
域
に
根
ざ
し
た
企
業
の
中
か
ら
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
を
獲
得
す
る
企
業
を

地
方
発
で
生
み
出
す
。
一
方
で
、
サ
ー
ビ
ス
産
業
も
含
め
地
域
の
需
要
を
掘

り
起
こ
し
、
地
域
内
で
円
滑
に
経
済
が
回
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

 

 ○
「
見
え
る
化
」
に
よ
る
地
域
間
の
知
恵
出
し
競
争

 
○
地
方
版
成
長
戦
略
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制
の
確
立

 

 ○
政
策
資
源
の
重
点
投
下
に
よ
る
成
功
モ
デ
ル
の
創
出

 

○
高
齢
化
や
人
口
減
少
の
将
来
の
「
見
え
る
化
」
を
ベ
ー
ス
に

中
長
期
的
な
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
策
定

 

○
中
堅
企
業
等
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

 
○
地
域
金
融
機
関
の
機
能
強
化

 
○
地
方
へ
の
回
帰
の
促
進
（本
社
機
能
の
一
部
移
転
な
ど
）

 
○
地
域
資
源
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
の
支
援

 

 
 
 
 
 
 
 
＜
３
つ
の
視
点
＞

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
対
応
策
）

 

新
陳
代
謝
促
進

 

競
争
心
が
芽

生
え
、
攻
め

の
戦
略
へ

 

前
向
き
な

 
知
恵
と
汗

 
若
い
世
代

 
へ
の
魅
力

 

各
地
方
が
自
身
の
置
か
れ
た
状
況
や
将
来
の
姿
が
「
見
え
る
化
」
さ
れ
る
と
・
・
・
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【
地
域
の
自
立
・創
意
工
夫
の
促
進
】

 
○
「
見
え
る
化
」
に
よ
り
地
域
自
身
の
強
み
を
知
る

 

 
自
ら
の
地
域
が
置
か
れ
て
い
る
状
況
が
明
ら
か
に
な
れ
ば
、
自
ず
と
身
近
で
切
実
な
問
題
と
し
て
捉
え
ら
れ
、
解
決
へ
の
意
志
と
知
恵
が
湧
い
て
く
る
。
ま

ず
は
、
全
国
共
通
の
要
素
（
例
：
社
会
保
障
費
な
ど
）
を
「
見
え
る
化
」
し
、
自
分
の
立
ち
位
置
を
把
握
し
、
そ
こ
か
ら
地
域
間
の
切
磋
琢
磨
を
進
め
る
。

 

○
地
方
版
成
長
戦
略
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制
の
確
立

 

 
地
方
版
成
長
戦
略
に
つ
い
て
は
、
地
域
自
身
が
責
任
を
持
っ
て
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。
他
方
、
国
は
、
例
え
ば
、
経
済
産
業
局
な
ど
地
方
支
分
部
局

が
中
心
と
な
っ
て
規
制
緩
和
等
の
働
き
か
け
を
行
う
な
ど
地
方
版
成
長
戦
略
の
実
行
を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
し
て
い
く
体
制
を
整
備
す
べ
き
。

 
 【
思
い
切
っ
た
集
約
化
の
推
進
】

 
○
成
功
モ
デ
ル
の
創
出
と
全
国
展
開

 

 
や
る
気
の
あ
る
地
域
に
対
し
て
は
、
「
地
域
活
性
化
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
や
特
区
制
度
の
活
用
等
を
通
じ
て
地
域
の
取
り
組
み
を
支
援
し
、
一
刻
も
早
く

成
功
例
を
創
出
し
、
全
国
展
開
の
モ
デ
ル
と
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
但
し
、
そ
の
場
合
で
も
、
地
域
自
ら
が
一
定
の
リ
ス
ク
を
と
ら
な
け
れ
ば
、
真
に
効

果
的
な
取
り
組
み
と
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
当
然
、
進
捗
の
悪
い
も
の
や
結
果
を
出
せ
な
い
も
の
は
常
に
見
直
し
を
行
う
。

 

○
中
長
期
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
の
必
要
性

 

 
高
齢
化
や
人
口
減
少
が
地
域
に
も
た
ら
す
影
響
を
分
析
し
た
う
え
で
、
国
土
、
産
業
、
医
療
介
護
、
教
育
な
ど
地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
し
、
関
係
省

庁
や
自
治
体
等
が
共
通
理
解
を
持
ち
な
が
ら
施
策
を
一
体
的
に
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
益
々
求
め
ら
れ
る
時
代
。
し
か
し
な
が
ら
、
近
年
、
単
な
る
イ
ン
フ
ラ

整
備
に
留
ま
ら
な
い
総
合
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
の
議
論
が
本
格
的
に
行
わ
れ
て
い
な
い
。
改
め
て
、
国
及
び
各
地
域
の
将
来
像
の
客
観
的
な
分
析
と
政
府
横

断
で
高
齢
化
や
人
口
減
少
の
影
響
を
踏
ま
え
た
都
市
機
能
の
集
約
化
や
産
業
・
雇
用
の
集
積
な
ど
国
家
戦
略
を
検
討
す
る
枠
組
み
を
再
構
築
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

 【
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
と
地
域
需
要
の
掘
り
起
こ
し
】

 
○
地
域
の
有
力
な
中
堅
・
中
小
企
業
の
活
性
化
、
新
陳
代
謝
の
促
進

 

地
域
の
有
力
な
中
堅
・
中
小
企
業
に
焦
点
を
当
て
、
中
堅
企
業
ゆ
え
の
機
動
力
を
活
か
し
産
官
学
連
携
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
重
要
、
ま
た
、
不
採
算

事
業
か
ら
の
撤
退
と
新
事
業
へ
の
挑
戦
を
促
進
し
生
産
性
向
上
を
図
る
こ
と
で
あ
る
。

 

○
地
域
金
融
機
関
の
機
能
強
化
と
企
業
経
営
の
健
全
性
強
化

 

地
域
金
融
機
関
が
“
目
利
き
力
”
を
取
り
戻
し
、
低
収
益
企
業
へ
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
関
与
（

M
&

A
の
仲
介
等
含
む

)と
事
業
育
成
と
い
う
間
接
金
融
の
基
本
に

戻
る
べ
く
、
地
域
金
融
機
関
が
事
業
の
内
容
や
将
来
性
を
評
価
し
て
「
リ
ス
ク
を
と
る
金
融
」
を
行
う
よ
う
、
例
え
ば
監
督
指
針
や
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
見
直

し
等
に
取
り
組
む
べ
き
。
ま
た
、
信
用
保
証
制
度
に
つ
い
て
は
、
同
制
度
が
地
域
金
融
機
関
の
行
動
に
与
え
て
い
る
影
響
も
踏
ま
え
、
中
小
企
業
の
円
滑
な
資

金
繰
り
に
大
き
な
影
響
を
与
え
な
い
よ
う
民
間
金
融
機
関
に
よ
る
目
利
き
力
向
上
の
状
況
等
に
配
慮
し
な
が
ら
、
制
度
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
を
行
う
べ
き
。

 

○
地
方
へ
の
回
帰
の
推
進

 

 
大
企
業
の
本
社
機
能
は
大
都
市
に
あ
る
が
、
生
産
機
能
は
地
方
に
あ
る
ケ
ー
ス
も
多
い
。
大
都
市
に
あ
る
大
企
業
の
本
社
機
能
の
う
ち
、
地
方
に
あ
っ
て
も

よ
い
機
能
の
移
転
を
推
進
す
る
こ
と
が
重
要
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
際
、
出
生
率
、
も
の
づ
く
り
コ
ス
ト
優
位
性
、
空
港
・
港
湾
等
ア
ク
セ
ス
の
し
や
す
さ
な
ど

地
域
の
強
み
を
「
見
え
る
化
」
す
る
こ
と
に
よ
り
各
種
機
能
の
回
帰
を
促
進
す
る
こ
と
が
重
要
。

 

○
地
域
資
源
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
の
強
力
な
支
援

 

 
一
次
産
業
を
始
め
、
眠
れ
る
地
域
資
源
を
活
用
す
れ
ば
ま
だ
様
々
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
が
広
が
っ
て
い
る
が
、
最
終
的
に
は
消
費
者
へ
の
訴
求
が
弱
い
等

の
理
由
に
よ
り
、
積
極
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
化
の
動
き
は
鈍
い
状
況
に
あ
る
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
効
果
を
全
国
に
波
及
さ
せ
る
た
め
、
税
制
や
補
助
金
等
を
活
用
し

て
。
消
費
者
に
対
し
て
地
域
産
品
応
援
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す
る
な
ど
地
域
資
源
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
を
強
力
に
支
援
す
る
こ
と
が
重
要
。

  
 

２
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地
域
自
身
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
の
「
見
え
る
化
」

 

自
治
体
が
活
用
を
希
望
す
る
デ
ー
タ

 

（
島
根
県
○
○
市
の
例
）
 

○
 
全
国
共
通
の
要
素
（例
：社
会
保
障
費
な
ど
）に
つ
い
て
「見
え
る
化
」す
れ
ば
自
然
と
競
争
心
が
生
ま
れ
、
知
恵
を
出
し
、
汗

を
流
す
。
現
状
は
、
自
治
体
が
活
用
を
希
望
す
る
デ
ー
タ
の
う
ち
多
く
が
「見
え
る
化
」さ
れ
て
い
な
い
。
 

○
 
地
方
自
治
体
の
ニ
ー
ズ
も
踏
ま
え
た
デ
ー
タ
の
公
開
を
強
力
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
例
え
ば
、
デ
ー
タ
を
活
用
し
て
地
域
毎

の
医
療
費
の
支
出
目
標
の
管
理
に
よ
る
医
療
費
の
適
正
化
な
ど
に
繋
げ
る
こ
と
が
重
要
。
 

３
 

デ
ー
タ
の
種
類

 
活
用
方
法

 

社
会
保
障
費
の
種
類
別
金
額

 
（年
金
、
医
療
な
ど
）

 
実
態
把
握
、
施
策
検

討
 

年
齢
別
の
医
療
費

 
医
療
施
策
の
検
討

 

公
共
事
業
費

 
（国
、
県
、
市
の
支
出
分
）

 
他
市
と
の
比
較
分
析
、

施
策
検
討

 

公
共
交
通
機
関
の
利
用
者
数

（主
に
民
間
路
線
バ
ス
の
路
線
・

便
単
位
）

 

効
果
的
か
つ
効
率
的

な
公
共
交
通
施
策
検

討
 

公
共
工
事
に
お
け
る
入
札
参
加

資
格
者
の
う
ち
市
外
の
参
加
資

格
者
の
占
め
る
割
合

 

他
地
域
と
の
比
較
に

よ
る
入
札
方
針
の
検

討
、
経
済
面
か
ら
の

浜
田
市
の
魅
力
を
相

対
的
に
把
握

 

 
 

 
 
国

 
 

 
  
社
会
保
障
給
付
費
は
一
般
会
計
の

1
1
5
%
超

 
 島
根
県
○
○
市

 
社
会
保
障
給
付
費
は
一
般
会
計
の

1
2
0
%
超

 
 石
川
県
△
△
市

 
社
会
保
障
給
付
費
は
一
般
会
計
の

1
4
0
%
超

 

  
国
レ
ベ
ル
で
は
マ
ク
ロ
的
で
他
人
事
で
あ
っ
た
社
会

保
障
費
問
題
が
身
近
で
切
実
な
問
題
と
し
て
捉
え
る

事
が
可
能
と
な
り
、
他
地
域
と
の
比
較
さ
れ
る
こ
と
で

問
題
解
決
や
お
金
の
有
効
活
用
な
ど
を
進
め
よ
う
と

い
う
意
識
が
自
然
と
芽
生
え
る
。

 

デ
ー
タ
の
活
用
例

 

（
社
会
保
障
給
付
費
と
一
般
会
計
予
算
の
関
係
）
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新
藤

議
員

提
出

資
料

 

平
成

2
6
年

5
月

１
９
日

 

地
域

の
元

気
創

造
に
向

け
て

 

－
地

域
の

元
気

を
日

本
の

元
気

に
つ

な
げ

る
－

 

資
料
６
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＜
政

策
対

応
チ
ー
ム
＞

 
※

チ
ー
ム
毎
に
リ
ー
ダ
ー
を
設
置

 
-モ

デ
ル

ケ
ー
ス
等

の
円

滑
な
実

施
- 

関
係
府
省
の
参
加
の
下
、
内
閣
官
房
地

域
活
性

化
統
合

事
務
局

に
設
置

 

＜
連

絡
調

整
会

議
＞

 
-地

方
公

共
団

体
に
対

す
る
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
の

支
援

の
具

体
化

・
実

務
的

な
調

整
- 

（
議

長
）
 
総

理
補

佐
官

 
（
構
成

員
）
関

係
各

省
（
内
閣

官
房
、
総
務
省
、
文
科
省
、
厚
労
省
、
農
水
省
、
経
産
省
、
国

交
省

、
環

境
省

等
） 

＜
関

係
閣

僚
会

合
＞

 
‐新

た
な
活

力
あ
る
地

域
づ
く
り
と
地

域
産

業
の

成
長

の
た
め
の

ビ
ジ
ョ
ン
を
提

供
‐ 

（
議

長
）
官

房
長

官
 
（
副

議
長

）
地
域
活
性
化
担
当
大
臣
兼
総
務
大
臣

 
（
構

成
員

）
経

済
再

生
担

当
大
臣
兼
経
済
財
政
政
策
担
当
大
臣
、
文
科
大
臣
、
厚
労
大
臣

、
農

水
大

臣
、
経
産

大
臣
、

 
 

 
 

 
 

 
国

交
大

臣
、
環

境
大
臣
、
官
房
副
長
官

 

《 ワ ー キ ン グ チ ー ム 》 地 域 活 性 化 担 当 大 臣+ 有 識 者 

＜
事

務
局

＞
 

内
閣

官
房

 
地

域
活

性
化

統
合

事
務

局
 

必
要

な
施
策
を

 
提

案
 

税
財

政
上

・金
融

上
の

支
援

実
現

 

＜
モ
デ
ル

と
な
る
地

方
公

共
団

体
＞

 
＜

モ
デ
ル

と
な
る
地

方
公

共
団

体
で
事

業
を
行

う
事

業
者

等
＞

 

《 地 方 産 業 競 争 力 協 議 会 》 地 域 ブ ロ ッ ク で の 成 長 戦 略 の 策 定 等 

連 携 

連 携 

地
域

再
生

法
の

改
正

を
検

討
 

地
域

活
性
化

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム
の

推
進
 

1 
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○
１
月

2
8
日

 
 

 
第
１
回

 
地
域
活
性
化
の
推
進
に
関
す
る
関
係
閣

僚
会
合

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
成
長
戦
略
の
改
訂
に
向
け
た
地
域
活
性
化

の
推
進

に
つ
い
て
）
 

 ○
３
月

2
5
日

 
 

 
第
２
回

 
地
域
活
性
化
の
推
進
に
関
す
る
関
係
閣

僚
会
合

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
地
域
活
性
化
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
募
集
要
領

の
決
定

、
公
募

開
始
等
）
 

 ○
３
月

2
5
日
～
４
月

2
1
日

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
地
域
活
性
化
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
提
案

公
募

 
 ○
４
月
下
旬
～
５
月
中
旬

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
（
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
選
定

作
業
）

 
 ○
５
月
下
旬

 
 

 
第
３
回

 
地
域
活
性
化
の
推
進
に
関
す
る
関
係
閣

僚
会
合

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
選
定
、
地
域
活
性
化

の
新
た
な
方

策
の
検

討
）

 
  ○
５
月
下
旬
～

 
 政

策
対
応
チ
ー
ム
に
よ
る
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
に
対

す
る
総
合
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
の
実
施

 
  ○
６
月
中
旬

 
 

 
第
４
回

 
地
域
活
性
化
の
推
進
に
関
す
る
閣
僚
会

合
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
（
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
か
ら
の
報
告
会
、
地
域

活
性
化

の
新
た
な
方

策
の
取

り
ま
と
め
）

 
  ○
年
央

 
 

 
 
成
長
戦
略
の
改
訂
・
骨
太
の
方
針
へ
の
反
映

 
 

地
域
再
生
法
改
正
の
検
討

 
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
推
進

 

地
域

活
性
化

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

に
関

す
る

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル
 

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 
2 
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「
地
域
の
元
気
創
造
プ
ラ
ン
」
に
よ
る
地
域
か
ら
の
成
長
戦
略
 

産
学

金
官

地
域

ラ
ウ
ン
ド
テ
ー

ブ
ル

 
～

そ
れ

ぞ
れ

の
強

み
を
活

か
し
て
連

携
～

 

「
産

」
事

業
者

 
「

学
」

大
学

等
 
「

金
」

地
域

金
融

機
関

 
「

官
」

地
方

公
共

団
体

 

自
治

体
保

有
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
化
を
通
じ
て
、
民

間
事
業
者

を
支
援

 

雇 用 の 創 出
 

＜
民

間
活

力
の

土
台
と
な
る
地

域
活

性
化

イ
ン
フ
ラ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
＞

 

地 域 の 活 性 化
 

○
 
地

方
公

共
団

体
が

産
業
、
大

学
、
地

域
金

融
機

関
、
地

域
住
民

等
と
連
携

し
て
、

 
活

性
化

に
取

り
組

む
 

 

ア
プ
ロ
ー

チ
 

 ま
ち
の

元
気

で
 

日
本

を
幸

せ
に
す
る
！

 

○
 
地

域
の

モ
ノ
や

チ
エ
を
活
か

す
 

○
 
ヒ
ト
や

投
資

を
呼

び
込

む
 

○
 
新

し
い
く
ら
し
の

土
台

を
創
る

 

ミ
ッ
シ
ョ
ン

 
ビ
ジ

ョ
ン

 

公
共

ク
ラ
ウ
ド

 

地
域

の
資

金
 

地
域

資
源

 

地
域

資
源

を
活

用
し
て
、
地

域
か

ら
世

界
市

場
に
挑

戦
す
る

 
企

業
を
後

押
し
（
1
0
0
事

業
）
 

機
能

連
携

広
域

経
営

型
（

シ
テ
ィ
リ
ー

ジ
ョ
ン
）

 

市
町

村
域

を
越

え
た
圏
域

に
お
い
て
、
産

学
金

官
民

が
連

携
し
、

 
人

・
モ
ノ
・
金

等
の
流

れ
を
生

み
出

し
、
圏

域
を
活
性

化
 

○
 グ

ロ
ー

バ
ル

1
0
0
（

ハ
ン
ド
レ
ッ
ド
）

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

 

 ・
創

業
支

援
事

業
計

画
（
産

業
競

争
力

強
化

法
）
に
基

づ
き
、
津

々
浦

々
を

 
  
牽

引
す
る
地

域
密

着
型

企
業

を
で
き
る
だ
け
多

く
立

ち
上

げ
 

 ・
１
計

画
あ
た
り
５
～

６
事

業
程

度
、
全

国
に

1
0
,0

0
0
事

業
程

度
の

立
ち
上

げ
を
目

指
す
（
中

小
企

業
庁

等
と
共

同
し
て
支

援
）
 

※
地

域
密

着
型

企
業

 
 

 ・
地

域
金

融
機

関
の

融
資
を
伴
う
も
の

 
 

 ・
雇

用
吸

収
力

の
大

き
な
も
の

 
 

 ・
地

元
の

原
材

料
を
活

用
す
る
も
の

 

地
域

経
済

イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
サ

イ
ク
ル

 

○
 ロ

ー
カ
ル

 1
0
,0

0
0
 プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

 
○

 全
国

1
0
0
ヵ
所

程
度

の
イ
ン
フ
ラ
整

備
 

 
 
 

 
 

※
こ
の

イ
ン
フ
ラ
を
活

用
し
た
多

く
の

エ
ネ
ル

ギ
ー
関

連
企
業

の
 

 
各

地
で
の

立
ち
上

げ
を
支

援
 

分
散

型
エ
ネ

ル
ギ

ー
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

 

 
・
自

治
体

主
導

に
よ
る
「
地

域
の

特
性

を
活

か
し
た
エ
ネ
ル

ギ
ー

 

 
 
事

業
導

入
計

画
（
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
）
」
の

作
成

支
援

 
  
・
建

設
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
、
ＩＣ

Ｔ
等

の
地

域
の

 

 
 
関

連
企

業
と
連

携
し
た
自

治
体

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推

進
 

   
・
地

域
金

融
機

関
の

資
金

供
給

等
に
よ
り
設

立
さ
れ

る
 

 
 
電

力
線

・
熱

導
管

等
を
整

備
す
る
地

域
イ
ン
フ
ラ
会

社
へ

の
支

援
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①
 
圏

域
全
体
の
経
済
成

長
の
け
ん
引

 

②
 
高

次
の
都
市
機
能
の

集
積

 

③
 
圏

域
全
体
の
生
活
関

連
機
能

サ
ー
ビ
ス
の

向
上

 


連

携
協
約
の
導
入

（
関

係
法

案
は

審
議

中
）
 


先

行
的

な
モ
デ
ル
を
構
築

す
る
事

業
を
実

施
（
約

1
.3
億
円
）、

 

 
 平

成
27
年
度
か

ら
本
格
的
に
地

方
交
付

税
措

置
を
講

じ
、
全

国
展
開

。
 


地

域
活

性
化

の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の

中
で
、
国

の
支

援
を
複

合
化

・

総
合

化
。

 


今

後
、
圏

域
全

体
の

経
済

の
け
ん
引

役
等

の
役

割
を
着

実
に
果

た

し
て
い
く
た
め
、
国
と
し
て
さ
ら
に
積

極
的

に
支

援
。

 


 
全

国
的

に
進

ん
で
い
る
医

療
・

福
祉

、
公

共
交

通
な
ど
生

活
基

盤
の

確
保

に
向

け
た
取

組
や

、

ニ
ー

ズ
が

高
ま
っ
て
い

る
産

業

振
興

、
移

住
・
交

流
な
ど
圏

域
の

活
性

化
に
向

け
た
取

組
を
支

援
。

 


 
地

域
産

業
の

振
興

と
日

常
生

活
機

能
の

確
保

の
取

組
を
ハ

ー

ド
・
ソ
フ
ト
両

面
か

ら
支

援
し
、
定

住
環

境
を
整

備
。

 


 
集

落
の

組
織

力
を
高

め
る
た
め
、

地
域

お
こ
し
協

力
隊

や
集

落
支

援
員

な
ど
を
拡
充
。

 

シ
テ

ィ
リ
ー

ジ
ョ

ン
（

広
域

連
携

）
の

推
進

 
～

人
口
減

少
社
会
へ

の
積
極

的
対
策
～
 

4 

意
義

 

役
割

 

実
現

手
法

 

地
方
中
枢
拠
点
都
市
圏
の

形
成

 

「
人
口
減
少
社
会
に
お

け
る
反
転

攻
勢

の
砦
」
を
築
く

 

目
指

す
方

向
性

 

具
体

的
な
支

援
 

集
約

と
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化

で
集

落
を
維

持
・

活
性

化
 

地
方

圏
の

人
口

流
出

を
 

食
い
止

め
る

 
「

ダ
ム
機

能
」

の
確

保
 

※
 中

心
市

宣
言

団
体

：
9
3
団

体
 

※
 協

定
締

結
等

圏
域

：
7
9
圏

域
 

（
H

2
6
.5

.1
現

在
）
 

目
指

す
方

向
性

 

具
体

的
な
支

援
 

「
地
域
活
性
化
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
」
を
活
用

（
関

係
省

庁
と
横

串
で
連

携
し
て
総

合
的

に
推

進
）
 


 
中

心
市

（
人

口
５
万

人
程

度
以

上
）

と
近

隣
市

町
村

が
連

携
し
、
地

方
圏

に
お

け
る
「
定

住
の

受
け

皿
」
を
形

成
。

 


 
安

倍
政

権
に
と
っ
て
最

重
要

の
テ
ー
マ
で
あ
る
地

方
の

活
性

化
の

た
め
、
相

当
の

人
口

規
模

と
中

核
性

を
備

え
る
中

心
都

市
と
近

隣
の

市
町

村
が
連
携
し
て
、
「地

方
中
枢

拠
点
都

市
圏
」
を
形
成
。

 
 

 
※

 
全

国
で

6
1
市

が
該

当
（
①
政
令
指
定
都
市
、
新
中
核
市
②
昼
夜

間
人
口

比
率
１
以

上
）

 


 
持

続
可

能
な
集

落
活

性
化

の

た
め

、
基

幹
集

落
中

心
に
「
集

落

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
圏
」
を
形
成
。

 
 

過
疎
集
落
等
の

維
持
･活

性
化

 

定
住
自
立
圏
構
想
の

推
進
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＜
新
し
い
ス
テ
ー
ジ
の
地
方
分
権
改
革
の
方
向
性
＞
 
～
個
性
を
活
か
し
自
立
し
た
地
方
を
つ
く
る
～

 
 ○

 従
来
か
ら
の
課
題
へ
の
取
組
み
に
加
え
、
地
方
の
「
発
意
」
と
「
多
様
性
」
を
踏
ま
え
た
改
革
を
推
進

 
  

 
・
 地

方
に
対
す
る
権
限
移
譲
・
規
制
緩
和
の
提
案
を
募
る

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
を
本
年
５
月
か
ら
開
始

 
  

 
・
 権

限
移
譲
に
当
た
り
、

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
を
導
入

 
  

 
・
 地

方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
の

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 を

活
用
し
て
、
議
論
を
深
掘
り

 
 ○

 Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
活
用
や
全
国
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
新
規
開
催
（
６
月
３
０

日
）
等
に
よ
り
、
情
報
発
信
を
強
化

 
  

 
・
 国

民
・
住
民
が
地
方
分
権
改
革
の
成
果
を
実
感
す
る
こ
と
で
改
革
の
推
進
力
に

 

「
提
案
募
集
方
式
」

 
「
手
挙
げ
方
式
」

 

  ○
 ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
の

求
人

情
報

を
地

方
へ

オ
ン

ラ
イ

ン
で

提
供

（
本

年
９
月

か
ら
開

始
）
 

 ⇒
 
地

方
が
無
料
職
業
紹
介
を
展
開
す
る
こ
と
で
、
女
性
や
若

年
者

の
支
援
、
定
住
対
策
等
と
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
が

可
能

と
な
り
、
地
域
の
雇
用

が
拡
大

 
 ※

 
オ
ン
ラ
イ
ン
提

供
に
当

た
り
、
地

方
の

導
入

費
用

の
実

質
ゼ
ロ
を
実

現
 

 ○
 更

な
る

地
方

分
権

改
革

の
推

進
と

改
革

の
成

果
の

活
用

･
実

践
に

よ
り

、
地

域
の

元
気

づ
く

り
と

住
民

サ
ー

ビ
ス

 
 

の
質

の
向

上
を

目
指

す
。

 

雇
 
用

 
  ○

 県
か

ら
市

町
村

へ
の

都
市

計
画

決
定

権
限

の
移

譲
等

 
 ⇒

 
地

域
の
ニ
ー
ズ
等
に
応
じ
た
用
途
地
域
の
指
定
な
ど
、

 
 

 
住

民
に
身
近
な
市
町
村
の
自
主
的
な
ま
ち
づ
く
り
が
可
能
に

 
 【
具

体
例

】
 

 
○

 
駅

周
辺

の
再

開
発

に
当

た
り
、
商

業
地

域
や

住
居

地
域

を
柔

軟
に

 
 

 
設

定
し
、
駅

前
を
中

心
と
し
た
、
に
ぎ
わ

い
づ
く
り
を
創

出
。

 

ま
ち
づ
く
り

 

専
門
部
会

 

 
○

 第
４

次
一

括
法

案
（

今
国

会
で

審
議

中
）

 
 

 
 

 
 
国

か
ら
地

方
へ

の
事

務
・
権

限
の

移
譲

等
（
４
３
法

律
）
 

 
 

 
 

 
都

道
府

県
か

ら
指

定
都

市
へ

の
事

務
・
権

限
の

移
譲

等
（
２
５
法

律
）
 

６
３
法

律
の

一
括

改
正

（
※

５
法

律
重

複
）

 

地
域

の
元
気

の
た

め
の

地
方

分
権

改
革
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